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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期
第１四半期
連結累計期間

第32期
第１四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年12月31日

売上高 （百万円） 33,603 34,795 149,054

経常利益 （百万円） 710 930 7,832

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 728 640 5,111

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 668 672 5,346

純資産額 （百万円） 30,511 34,482 34,533

総資産額 （百万円） 126,191 124,926 122,330

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 18.33 16.11 128.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.7 26.0 26.6

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４　第32期第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号　平成29年３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号　平成29年３月29日）を早期適用しており、第31期第１四半期連結累計期間及

び第31期連結会計年度の関連する主要な経営指標等について当該会計方針の変更を反映した遡及適用後の数

値を記載しております。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、

重要な変更はありません。

（企業集団の状況）

当社グループは、当社を持株会社として当社グループの連結の範囲に入る子会社16社及び持分法適用関連会社１

社＊が相互に連携して、物流事業、不動産事業、その他事業を営んでおります。これらを報告セグメントとの関連で

示すと以下の通りであります。なお、当第１四半期連結会計期間において、ＳＢＳトランスポート㈱は、ＳＢＳロジ

コム㈱を存続会社として合併したため、連結の範囲から除外しております。下図には非連結子会社及び関連会社の一

部（※印）を含んでおります。

＊持分法適用関連会社の内訳は、(株)ゼロです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成29年1月1日～平成29年３月31日）におけるわが国経済は、政府の経済対策及び

日銀の金融政策を背景に総じて緩やかな回復傾向が持続する中、個人消費は弱含んだまま推移しました。また、米

国新政権の政策動向などから不透明感が一層増す状況が続きました。

　物流業界では、ドライバーや倉庫作業員などの人材不足が社会問題として広く認知されるようになり、経営環境

は一層厳しさを増しました。また、省力化という側面からモーダルシフトやＡＩを活用したロボティクスが注目さ

れるなど、労働集約型産業におけるインフラの再構築や技術革新に業界内外からの関心が高まりました。

　このような環境のもと、当社グループは平成26年度に開始した４か年の中期経営計画「SBS Growth 2017」の最

終年度を迎えるにあたり、目標達成に向けグループ一丸となって邁進いたしました。

　事業戦略では、３ＰＬ案件の新規受注拡大のために組織的な提案営業を進め、大手アパレルやレンタルサービス

業などから受注を獲得しました。また、前連結会計年度に新規開設した合計５万坪の物流拠点では、作業効率化を

推進することで運営の安定化と生産性向上を図りました。さらに、車両運行の効率化を目的とした「カスピアン」

プロジェクトにおいては、自社開発した車両動態管理システムの実証実験を行い、機能の拡充や改善に取り組みま

した。

　投資戦略では、茨城県稲敷郡阿見町の物流施設用地9,500坪において３温度対応の物流施設建設工事の着工に向

け準備を進めるとともに、当連結会計年度中の売却を予定している複数の物流施設について、売却先候補との交渉

を開始いたしました。

　これらの結果、売上高は347億95百万円（前年同四半期比3.5％増）となりました。営業利益は、８億11百万円

（同26.9％増）、経常利益は９億30百万円（同31.0％増）となりました。一方、親会社株主に帰属する四半期純利

益は、88百万円減少し６億40百万円（同12.1％減）となりました。これは当第１四半期連結累計期間において法人

税率の変更などがなく法人税等調整額による影響等が少額だったことによるものです。

　なお、当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成29年3月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号　平成29年3月29日）を早期適用しており、前年同期比較についてはこれらを遡及適用した

前年同期の数値を用いております（以下同じ）。

　セグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

（物流事業）

　物流事業の売上高は、業務拡大により10億89百万円増加しました。営業利益は、人件費、燃料費、傭車費が

おしなべて増加したものの、前連結会計年度に発生した大規模な拠点開設に伴う先行コストの負担が減少した

ことから増益を確保しました。これらの結果、売上高は325億14百万円（前年同四半期比3.5％増）、営業利益

は４億７百万円（同29.8％増）と増収増益となりました。

（不動産事業）

　不動産事業は、賃貸物件の一部でテナントの入替等が発生したことなどから売上高は６億48百万円（前年同

四半期比5.1％減）、営業利益は３億32百万円（同5.6％減）となりました。
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（その他事業）

　その他事業は、マーケティング事業が順調に伸長したこと、太陽光発電の売電事業が堅調であったことなど

から売上高は16億33百万円（前年同四半期比9.3％増）、営業利益は１億５百万円（同49.7％増）となりまし

た。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は1,249億26百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億96百万円

増加いたしました。

資産増加の主な内訳は、現金及び預金等の増加による流動資産20億９百万円、機械装置及び運搬具の取得等に

よる有形固定資産３億90百万円の増加であります。

負債は904億43百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億47百万円増加いたしました。これは主として短期借

入金が減少したことにより流動負債が６億64百万円減少した一方で、長期借入金の増加などにより固定負債が33

億11百万円増加したことによるものであります。

純資産は344億82百万円となり、前連結会計年度末に比べ51百万円減少いたしました。これは、主として親会社

株主に帰属する四半期純利益６億40百万円の計上があった反面、配当金の支払いが６億75百万円あったことによ

るものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 154,705,200

計 154,705,200

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年５月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,718,200 39,718,200
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 39,718,200 39,718,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 39,718,200 － 3,920 － 2,250

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。
 
①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       400 －

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,715,700 397,157 同上

単元未満株式 普通株式     2,100 － －

発行済株式総数 39,718,200 － －

総株主の議決権 － 397,157 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＳＢＳホールディン

グス株式会社

東京都墨田区太平四

丁目１番３号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

（注） 当社は、単元未満自己株式23株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,388 12,847

受取手形及び売掛金 17,911 16,643

たな卸資産 12,414 12,364

その他 6,889 6,753

貸倒引当金 △90 △85

流動資産合計 46,512 48,522

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 37,234 37,358

減価償却累計額及び減損損失累計額 △19,170 △19,507

建物及び構築物（純額） 18,064 17,851

機械装置及び運搬具 20,761 21,125

減価償却累計額及び減損損失累計額 △11,883 △11,947

機械装置及び運搬具（純額） 8,877 9,178

土地 35,130 35,130

リース資産 2,741 2,651

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,524 △1,461

リース資産（純額） 1,216 1,189

その他 4,307 4,680

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,867 △2,909

その他（純額） 1,440 1,770

有形固定資産合計 64,730 65,120

無形固定資産   

その他 1,042 1,039

無形固定資産合計 1,042 1,039

投資その他の資産   

投資その他の資産 10,488 10,727

貸倒引当金 △444 △484

投資その他の資産合計 10,044 10,242

固定資産合計 75,817 76,403

資産合計 122,330 124,926
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,697 7,705

1年内償還予定の社債 160 160

短期借入金 14,500 13,700

1年内返済予定の長期借入金 9,222 9,759

未払法人税等 778 266

賞与引当金 759 1,581

その他 8,478 7,758

流動負債合計 41,596 40,932

固定負債   

社債 240 160

長期借入金 32,450 35,797

退職給付に係る負債 4,040 4,101

資産除去債務 1,313 1,314

その他 8,154 8,137

固定負債合計 46,199 49,511

負債合計 87,796 90,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,920 3,920

資本剰余金 2,651 2,651

利益剰余金 25,399 25,369

自己株式 △0 △0

株主資本合計 31,970 31,941

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 823 864

為替換算調整勘定 △140 △146

退職給付に係る調整累計額 △143 △162

その他の包括利益累計額合計 540 555

非支配株主持分 2,022 1,985

純資産合計 34,533 34,482

負債純資産合計 122,330 124,926
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 33,603 34,795

売上原価 30,628 31,606

売上総利益 2,974 3,188

販売費及び一般管理費 2,334 2,377

営業利益 639 811

営業外収益   

受取利息 2 4

受取配当金 16 9

持分法による投資利益 144 161

その他 52 62

営業外収益合計 216 236

営業外費用   

支払利息 121 109

その他 23 7

営業外費用合計 145 117

経常利益 710 930

特別利益   

固定資産売却益 24 14

投資有価証券売却益 - 11

特別利益合計 24 25

特別損失   

固定資産除却損 6 12

関係会社株式売却損 27 -

貸倒引当金繰入額 - 46

その他 2 6

特別損失合計 36 65

税金等調整前四半期純利益 699 891

法人税、住民税及び事業税 213 331

法人税等調整額 △283 △93

法人税等合計 △70 237

四半期純利益 769 653

非支配株主に帰属する四半期純利益 41 13

親会社株主に帰属する四半期純利益 728 640
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

四半期純利益 769 653

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △89 34

為替換算調整勘定 1 △3

退職給付に係る調整額 10 △35

持分法適用会社に対する持分相当額 △22 23

その他の包括利益合計 △100 18

四半期包括利益 668 672

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 628 655

非支配株主に係る四半期包括利益 39 17
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1）連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、ＳＢＳトランスポート㈱はＳＢＳロジコム㈱を存続会社として合併したため、

連結の範囲から除外しております。

　変更後の連結子会社数　16社

 

(2）持分法適用範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い等の適用）

　「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成29年

３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成29年３月29

日）を当第１四半期連結会計期間から早期適用し、国内関連会社が指定国際会計基準に準拠して作成した四半期連

結財務諸表を当社の連結決算手続上、利用しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

　なお、当該遡及適用による四半期連結財務諸表及び連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。 以下「回

収可能性適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計

処理の方法の一部を見直しております。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当

第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合

の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。

　なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

減価償却費 1,023百万円 1,098百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

１．配当金支払額
該当事項はありません。
 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間
の末日後となるもの

 
決議

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年３月４日

 取締役会
普通株式 635 16 平成28年３月31日 平成28年５月16日 資本剰余金
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

配当金支払額

 
決議

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成29年２月20日

 取締役会
普通株式 675 17 平成28年12月31日 平成29年３月10日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年１月１日　至平成28年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 31,424 683 1,494 33,603 － 33,603

セグメント間の内部売

上高又は振替高
75 0 41 117 △117 －

計 31,499 684 1,536 33,720 △117 33,603

セグメント利益 314 352 70 737 △97 639

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去３百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△101百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年１月１日　至平成29年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 32,514 648 1,633 34,795 － 34,795

セグメント間の内部売

上高又は振替高
122 － 35 157 △157 －

計 32,636 648 1,668 34,953 △157 34,795

セグメント利益 407 332 105 846 △34 811

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去11百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△46百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 18円33銭 16円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
728 640

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円）
728 640

普通株式の期中平均株式数（株） 39,717,815 39,717,777

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取

扱い」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の早期適用により、会計方針の変更は遡

及適用され、前第１四半期連結累計期間については遡及適用後の数値となっております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

平成29年２月20日開催の取締役会において、平成28年12月期の期末配当について次のとおり決議しました。

１　配当財産の種類                        金銭

２　１株当たり配当金額及び配当金の総額    普通株式１株につき17円　　　配当総額　　 675百万円

３　効力発生日                            平成29年３月10日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年５月11日

ＳＢＳホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　達也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＢＳホール

ディングス株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年

１月１日から平成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＢＳホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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